
年 月 日 場 所 会 議 事 項

R7.4.23 東京自治会館
令和７年第１回東京都市町村職員退職手当組合議会臨時会
・議案第９号　　東京都市町村職員退職手当組合監査委員（議員選
                出）の選任の同意について

R7.11.20 東京自治会館

令和７年第２回東京都市町村職員退職手当組合議会定例会
・議案第１０号　東京都市町村職員退職手当組合負担金条例の一部
　              を改正する条例
・議案第１１号　令和６年度東京都市町村職員退職手当組合一般会
　　　　　　　　計歳入歳出決算の認定
・議案第１２号　令和６年度東京都市町村職員退職手当組合特別会
　　　　　　　　計歳入歳出決算の認定

R8.2.25 東京自治会館

令和８年第１回東京都市町村職員退職手当組合議会定例会
・議案第１号　　東京都市町村職員退職手当組合職員の給与に関す
　　　　　　　　る条例の一部を改正する条例
・議案第２号　　東京都市町村職員退職手当組合職員の勤務時間、
　　　　　　　　休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例
・議案第３号　　令和８年度東京都市町村職員退職手当組合一般会
　              計予算
・議案第４号　　令和８年度東京都市町村職員退職手当組合特別会
　              計予算
・議案第５号　　東京都市町村公平委員会委員の選任の同意

年 月 日 場 所 会 議 事 項

３　諸会議の状況（令和７年４月～令和８年３月）

 （１）議会

 （２）監査

R7.7.14 アジュール竹芝
東京都市町村職員退職手当組合会計監査
・令和６年度　一般会計及び特別会計歳入歳出決算審査
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年 月 日 場 所 会 議 事 項

 （６）系統団体会議

年 月 日 場 所 会 議 事 項

 （５）事務担当者会議

 （３）構成団体長会議

R7.7.24 東京自治会館
・東京都市町村職員退職手当組合管理者選挙について
・東京都市町村職員退職手当組合副管理者選挙について

 （４）担当課長会議

R7.11.5 東京自治会館
・業務報告及び決算について
・財政状況について

全国町村会館
R7.9.18

～
R7.9.19

R8.3.6 東京自治会館
・退職手当事務の概要について
・年度末・年度当初における事務手続きについて

　　①　全国退職手当組合協議会

都道府県退職手当組合　職員研修会
・給与及び定数管理の諸課題について
　（総務省自治行政局公務員部給与能率推進室
　　　　　　　　　　　　　　課長補佐 窪田　優一 氏）

・退職手当の支給等に関する訴訟問題について
　（紀尾井町法律事務所　弁護士 笹岡  峻 氏）

・令和７年度税制改正に伴う退職所得の源泉徴収票等の提出事
　務について
　（国税庁課税部課税総括課　課長補佐 三浦　嘉丈 氏）

・特定個人情報の取り扱いやその他退職手当に関する法的問題
　について
  （全国町村会総務部法務支援室長 弁護士 坪野 泰地 氏）
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R8.2.27 全国町村会館

関東退職手当事務組合協議会　第２回事務研究会
＜各都県提出議題＞
・退職手当返納に係る債権放棄について
・源泉徴収票提出に関するマイナンバーの取扱い等について
・特別職（首長）が辞職し、それにより実施された選挙で辞職した
　本人が当選した場合における退職手当の取扱いについて
・勤続期間の通算について

　　②　東日本市町村職員退職手当組合

R7.10.24 全国町村会館

関東退職手当事務組合協議会　制度研究会
＜研究テーマ＞
・懲戒免職処分が取消された場合の支給制限処分取消の対応につい
　て

　　③　関東退職手当事務組合協議会

R7.6.5
～

R7.6.6
埼玉県さいたま市

関東退職手当事務組合協議会　第１回事務研究会
＜各都県提出議題＞
・特定減額の算定について
・構成団体ごとの収支精算額と団体間の収支差への対応について
・退職所得の源泉徴収票等に係る税務署等あて提出範囲の変更につ
　いて
・退職手当の通算に関する証明書の発行について
・退職手当支給制限処分等に係る専門家の関与の有無について
・財政予測の方法について
・退職事由について
・会計年度任用職員が職員とみなされる勤務日数を満たさなかった
　場合の退職手当の支給について

R7.9.29
～

R7.9.30
山梨県笛吹市

東日本市町村職員退職手当組合　事務研究会
＜各都道県提出議題＞
・職員の履歴管理に係る提出書類等について
・特別職に就任するための退職について
・市町村職員共済組合の共済貸付未償還金に係る退職手当からの控
　除について
・構成団体ごとの収支精算額と団体間の収支差への対応について
・退職所得の源泉徴収票等に係る税務署等あて提出範囲の変更につ
　いて
・退職事由について
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